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背　景

　心理的ストレスによる被害はますます拡大して
おり，全世界で約 3 億人がうつ病や不安障害に苦
しんでいる1）。勤労者は心理的ストレスの危険因
子（長時間労働，職業性ストレス，いじめなど）に
日常的にさらされているため，精神的健康状態の
保持・増進を狙った介入の主要な対象集団といえ

る2）。これまで，勤労者のネガティブな心理状態
の緩和を意図した戦略の開発に多くの焦点が置か
れてきたが，メンタルヘルスの管理に際しては，
ネガティブ面とポジティブ面の両方を考慮すべき
である。後者は，良好な身体的健康，生活満足度，
仕事のパフォーマンスと関連することが明らかに
なっている3）。特に，検討に値するポジティブな
心理状態はワーク・エンゲイジメントであり，仕
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SUMMARY

　本横断研究では，日本人勤労者の 1 日の身体行動とメンタルヘルスの関連性について，各行動時間の相
互依存関係を考慮し検討した。本研究は，明治安田ライフスタイル研究と呼ばれる前向きコホート研究の
一環である。研究対象者は2017年および2018年に東京都内の健診施設で定期健康診断を受けた勤労者1095
人であった。睡眠時間は自記式調査，座位行動（SB），低強度身体活動（LPA），中高強度身体活動は 3 軸
加速度計で測定した。これらの行動は勤務日と非勤務日に分けて評価した。心理的ストレスの評価には
K6調査票を，ワーク・エンゲイジメントの評価にはユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度を用い，
それぞれネガティブ／ポジティブメンタルヘルスの指標として使用した。組成データ解析によるロジス
ティック回帰分析と isotemporal substitution により， 1 日の身体行動とメンタルヘルスの関連性を検
討した。潜在的な交絡因子の影響を調整した後も，勤務日の身体行動は心理的ストレスやワーク・エンゲ
イジメントと有意に関連した（P < 0.05）。具体的には，睡眠時間が多いことは双方のメンタルヘルス指標
が良好な状態と関連した一方で，SB や LPA の時間が多いことは不良な状態と関連した（P < 0.05）。また，
勤務日において SB や LPA を60分減らして睡眠時間に充てると，心理的ストレスが高い状態やワーク・
エンゲイジメントが低い状態となる可能性が11.4～26.6％低下すると予測された。勤務日の SB や LPA
を減らして睡眠を増やすことで，心理的ストレスを最小限に抑え，ワーク・エンゲイジメントを最適化で
きる可能性が示唆された。したがって，睡眠の促進に焦点を当てた適切な時間管理は，勤労者のメンタル
ヘルスの改善に役立つと考えられる。
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事に関連するポジティブで充実した状態と定義さ
れている。
　これまでいくつかの疫学研究により，勤労者の
日々の身体行動と心理状態の関連性が検討されて
きた。システマティックレビューでは，睡眠4）や
身体活動（PA）5,6）は勤労者の心理状態に保護的に
作用するのに対して，座位行動（SB）は有害的に
作用することが示唆されている7-9）。しかし，こ
れらの知見に対する 1 つの批判に， 1 日の身体行
動時間は相互依存関係にあり，睡眠，SB，PA に
割り当てられる時間は24時間と有限であることが
挙げられる10,11）。つまり， 1 つの行動時間（例：
睡眠）を増やすには，他の行動時間（例：SB，PA，
またはその両方）を減らす必要がある。どのよう
に行動時間を捻出するかは，身体行動と健康アウ
トカムの関連性に影響を与えると考えられるが，
ほとんどの研究では多重共線性の問題のため，
こうした相互依存関係を適切に対処できていな
い10,11）。
　組成データ解析（CoDA）はこうした行動の相互
依存関係を考慮した分析であり，先述の批判に対
処することができる統計的手法である。そのため，
身体行動時間と健康アウトカムの関連性を検討す
るうえで使用が推奨されている10-12）。現在までに
CoDA を用いて 1 日の身体行動とメンタルヘルス
の関連性を検討した研究は数件しかなく，それら
の結果は一貫していない。ある研究では，24時間
の身体行動と心理的ストレスは有意に関連しない
ことを報告し13），他の 2 つの研究では，睡眠，
SB，および中高強度身体活動（MVPA）が成人の
抑うつ症状14）や高齢者の総合的なメンタルヘルス
と関連することを報告している15）。しかし，勤労
者集団を対象に CoDA を用いて，こうした関連
性を検討した研究はない。また勤労者を対象とし
た研究では，彼ら／彼女らが勤務日における睡眠
不足16）や不活動17）を補うために非勤務日を利用し
ているという特性を考慮すべきである。先行研究
で は，Viable Integrative Research in Time-Use Epi-

demiology という研究の枠組みが提案されてい
る18）。この枠組みでは，相互依存性という特性を

十分に考慮したうえで，身体行動と健康アウトカ
ムの関係を再検討する必要があることを提案して
いる。同時に，特定の対象集団における不健康に
つながる時間利用パターンを明らかにする必要性
を強調している。こうした背景を鑑みると，我々
の研究は勤労者のメンタルヘルスに最適な時間利
用パターンを促進するための集団戦略の開発に寄
与することが期待されている。そこで，本横断的
研究では CoDA を用いて，勤務日と非勤務日に
おける24時間の身体行動と心理的ストレスおよび
ワーク・エンゲイジメントの関連性を検討した。

方　法

Ａ．対象者

　本研究は，東京都の明治安田新宿健診センター
を拠点とした，定期健康診断のデータを用いた前
向きコホート研究「明治安田ライフスタイル

（MYLS）研究」の一環である19）。本コホートの参
加者は主に首都圏在住の勤労者とその配偶者であ
る。今回，2017年から2018年にかけて収集された，
生命保険会社の複数の部署に所属する従業員1647

名のデータを用いた。なお，月曜日から金曜日を
勤務日とする勤労者のうち，加速度計による調査
に参加した者を研究に組み入れた。全対象者が本
研究への参加に同意した。本研究は，公益財団法
人 明治安田厚生事業団倫理審査委員会の承認を
得て実施された（承認番号：28006）。
Ｂ．調査項目

　 1 ．身体行動
　 3 軸加速度計（Active style Pro HJA750-C，オム
ロンヘルスケア社，京都，日本）を使用して，対
象者の覚醒時の行動を評価した。加速度計は健康
診断キットに同封して，健診受診日の 2 週間以上
前に各参加者に郵送された。対象者には非勤務日
を含めて少なくとも10日間，加速度計が損傷する
可能性のある状況（例：水泳，入浴，激しいス
ポーツなど）を除いたすべての時間に腰部に加速
度計を装着するように依頼した。
　この加速度計の妥当性は検証されており20,21），
測定精度は欧米の研究者によって広く使用されて
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いる機器と同等である22,23）。epoch length を60秒
とし，開発者提供のソフトウェアを用いて活動強
度（METs）を算出した。機器の検出閾値以下の活
動が20分以上継続した場合を非装着時間と定義
し24）， 1 日10時間以上着用した場合を有効データ
と定義した25）。 1 日の装着時間は24時間から非装
着時間を引いて求めた。 2 日以上の有効勤務日
データと 1 日以上の有効非勤務日データをもつ対
象者のみを最終的な分析対象とした26）。得られた
データは60秒ごとに，SB（1.5 METs 以下），低強
度 PA（LPA: 1.6～2.9 METs），および MVPA（3.0 

METs 以上）に分類された27,28）。これらの行動時間
は 1 日ごとに集計され，対象者ごとにすべての有
効日のデータを平均し分析に使用した。
　睡眠時間は自記式調査を用い，「典型的な勤務
日／非勤務日において，昼寝を除いた睡眠時間は
およそ何時間ですか？」という質問により評価し
た。分析に先立ち，睡眠時間は24時間に占める割
合で表され，残りの覚醒時間は，加速度計で測定
した各行動時間の割合に比例して SB，LPA，
MVPA に再配分された14,29）。
　 2 ．メンタルヘルス
　心理的ストレスは，信頼性と妥当性が確認され
た 6 項目版 Kessler Psychological Distress Scale（K6）の
日本語版30）を用いて評価し，ネガティブメンタル
ヘルスの指標として用いた。合計得点が 5 点以上
を心理的ストレスが高いと定義した31）。ワーク・
エンゲイジメントは， 3 つの下位概念（活力，熱
意，没頭）からなるユトレヒト・ワーク・エンゲ
イジメント尺度の日本語短縮版32）を用いて評価し，
ポジティブメンタルヘルスの指標として用いた。
この尺度は内的整合性や再検査信頼性が高いこと
が報告されている32）。本研究では，活力の下位概
念に関する 3 つの質問項目を用いてワーク・エン
ゲイジメントを評価した。本尺度は 3 つの下位概
念同士が強い相関関係にあるため，活力に関する
下位概念は全体的なワーク・エンゲイジメントを
反映していると考えられる33）。研究対象者におけ
る中央値である 3 点未満（既存の疫学研究におけ
る日本人勤労者の平均値に相当）の場合に，ワー

ク・エンゲイジメントが低いと定義した34）。
　 3 ．共変量
　潜在的な交絡因子は臨床的判断と先行研究から
の知見35）に基づき選択し，共変量として分析に使
用した。具体的には，年齢，性，body mass index

（BMI），教育年数，暮らし向き，配偶者の有無，
健康行動（飲酒や喫煙習慣），職種，雇用形態， 1

週間の平均残業時間の情報を用いた。データは，
対象者の身長と体重（それぞれ身長計と体重計に
より測定）から計算された BMI を除き，自記式質
問紙調査法により収集した。
Ｃ．統計解析

　CoDA には統計解析ソフト R のパッケージで
あ る compositions ver.1.40.336）と robCompositions 

ver.2.1.037）を使用した。すべての解析手順は，身
体行動を用いた研究に CoDA を応用した先行研
究に従った10）。分析は勤務日と非勤務日に分けて
実施した。身体行動とメンタルヘルスの関連を検
討するために，CoDA によるロジスティック回帰
分析38）を実施し，オッズ比（OR）と95％信頼区間

（CI）を求めた。本研究では 1 日を構成する 4 つの
身体行動（睡眠，SB，LPA，MVPA）時間を 1 つの
組成ととらえた。その後，pivot coordinate repre-

sentation と呼ばれる手法により，本組成を iso-

metric log ratio（ilr）変換し，回帰モデルに投入した。
この変換により 3 つの変数が得られるが，その際，
最初の変数が，他の 3 つの行動と比較した際の，
ある 1 つの行動の相対的な時間を表すようにした。

ilr1 = 
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　上記の変換例では，ilr1が SB，LPA，MVPA に
対する睡眠時間の比を表している。 4 つの行動の
それぞれが上記 ilr1の分子になるように変数変換
を繰り返した。回帰モデルでは，心理的ストレス
とワーク・エンゲイジメントを従属変数に，ilr

変換した身体行動時間を独立変数に投入した。モ
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デル 1 ではこれらの変数のみを投入した。モデル
2 では，年齢（連続変数），性（男性／女性），BMI

（連続変数），教育年数（連続変数），暮らし向き
（非常に悪い，悪い／良い，非常に良い），配偶者
の有無（あり／なし），喫煙習慣（喫煙経験なし，禁
煙中／喫煙習慣あり），飲酒習慣（全くない／ときど
き／毎日），職種（営業職／それ以外），雇用形態（正
社員／それ以外），残業時間（なし，該当なし／週10

時間未満／週10時間以上）を共変量に追加した。 1

日の全体的な時間利用，および特定の行動とメン
タルヘルスの関連性における有意性は，それぞれ
尤度比検定と Wald 検定により検討した。本研究
の焦点は，その他 3 つの行動に対する，ある 1 つ
の行動時間の重要性を検討することであるため，
睡眠，SB，LPA，MVPA のそれぞれを ilr1の分子
としたときの結果のみを示した。
　CoDA によるロジスティック回帰分析によって
得られた OR は，それ単独で直接理解することが
難しく，従来の回帰分析のように「ある行動が 1

単位（分／日）増加したときの OR の変化」として解
釈することはできない。より有意義な情報を得る
ために，追加の分析を行った。すなわち，各身体
行動時間についてメンタルヘルスとの統計的有意
な関連性が確認できた場合，モデル 2 に基づいて
CoDA に よ る isotemporal substitution を 実 施 し
た29,38,39）。この分析では，ある 2 つの行動時間を
一定量置き換えた際のメンタルヘルスが不良とな
る可能性（predicted probability）の変化量を算出す
ることができる。具体的には，他の 2 つの行動時
間（例：睡眠と LPA）を一定に保ちながら，ある
身体行動（例：SB）から別の行動（例：MVPA）へと
一定時間を置換した。本研究では10分刻みで上限
60分まで行動時間の置き換えを行った。CoDA の
詳細および結果の解釈については，先行研
究29,38,39）を参照されたい。
　すべての統計解析とグラフの描画は，統計解析
ソフト R ver. 3.6.1（R Foundation for Statistical Com-

puting, Vienna, Austria）により実施した。有意水準
は P ＜0.05とした。

結　果

Ａ．対象者の特性

　以下の基準に該当した対象者は分析から除外し
た： 1）有効な加速度計データがない（n = 394），
2）精神疾患の既往歴がある（n = 28）， 3）睡眠薬
を服用している（n = 7 ）， 4）分析に使用するデー
タに欠測がある（n = 118）， 5）身体行動データに
異常値がある（例：睡眠時間が 1 時間未満，SB や
LPA が 0 分／日）（n = 5 ）。本研究の最終的な分析
対象は1095人の勤労者であった。平均年齢は50.2

∓9.5歳，女性が68.6％，営業職が23.4％，大多数
の対象者は短大卒以上の正社員であった（表 1 ）。
睡眠時間や LPA は勤務日よりも非勤務日のほう
が長い傾向があり，SB や MVPA は非勤務日のほ
うが短かった。
Ｂ．24時間の身体行動とメンタルヘルスの関連性

　 1 日の全体的な時間利用は，両モデルともに勤
務日のみが心理的ストレスやワーク・エンゲイジ
メントと有意に関連した（表 2 ， 3 ）。モデル 2 で
は，睡眠時間が多いことは低い心理的ストレス

（OR = 0.20，95％ CI = 0.10-0.44）や，高いワーク・
エンゲイジメント（OR = 0.41，95 ％ CI = 0.20-

0.81）と関連した。一方，SB が多いことは，心理
的ストレス（OR = 2.28，95％ CI = 1.23-4.28）や低
いワーク・エンゲイジメント（OR = 2.75，95％ CI 

= 1.55-4.91）と有意に関連した。LPA が長いこと
は心理的ストレス（OR = 2.45，95 ％ CI = 1.46-

4.17）とのみ有意に関連した。MVPA とメンタル
ヘルス指標の有意な関連は認められなかった。更
に，非勤務日ではいずれの行動もメンタルヘルス
指標と有意な関連がみられなかった。
　勤務日の SB や LPA を睡眠に置換することは，
心理的ストレスの減少と関連していた（図 1 ，表
A）。具体的には， 1 日60分の SB や LPA を睡眠
に置換した場合，心理的ストレスが高い状態とな
る可能性がそれぞれ20.2％，26.6％減少すると予
測された。
　また，60分の SB を睡眠に置換した場合には，
ワーク・エンゲイジメントが低い状態となる可能
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表 1 ．研究対象者の基本属性

n=1095

平均（SD）年齢，歳 50.2 （ 9.5）
性 男性  344 （31.4）

女性  751 （68.6）
平均（SD）body mass index，kg/m2 22.8 （ 3.7）
平均（SD）教育年数，年 14.7 （ 2.0）
暮らし向き 良い／非常に良い  766 （70.0）

悪い／非常に悪い  329 （30.0）
配偶者の有無 あり  740 （67.6）

なし  355 （32.4）
喫煙習慣 喫煙経験なし／禁煙中  936 （85.5）

喫煙習慣あり  159 （14.5）
飲酒習慣 全くなし  210 （19.2）

ときどき  614 （56.1）
毎日  271 （24.7）

雇用形態 正社員  852 （76.3）
それ以外  243 （23.7）

職種 営業職  256 （23.4）
それ以外  839 （76.6）

残業時間 なし／該当なし（例：フリーランスなど）   65 （ 5.9）
週10時間未満  752 （68.7）
週10時間以上  278 （25.4）

心理的ストレス 平均（SD）K6得点，点 a  3.2 （ 3.4）
低い（ 5 点未満）  794 （72.5）
高い（ 5 点以上）  301 （27.5）

ワーク・エンゲイジメント（n=1086） 平均（SD）UWES 得点，点  2.9 （ 1.4）
低い（ 3 点未満）  509 （46.9）
高い（ 3 点以上）  577 （53.1）

平均（SD）加速度計装着日数，日 勤務日 10.6 （ 4.4）
非勤務日  3.6 （ 2.2）

平均（％）b 行動時間，分／日
　勤務日 睡眠 344.4 （23.9）

SB 699.8 （48.6）
LPA 315.0 （21.9）
MVPA  80.8 （ 5.6）

　非勤務日 睡眠 426.8 （29.6）
SB 585.2 （40.6）
LPA 362.2 （25.2）
MVPA  65.8 （ 4.6）

SB：座位行動，LPA：低強度身体活動，MVPA：中高強度身体活動，K6：the 6-item Kessler Psycho-

logical Distress Scale，UWES：ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度
特別な記述がない限り数値は人数（割合）を示す。
a 点数が高いほど心理的ストレスが高いことを示す。
b 行動時間は24時間に標準化された幾何平均で示された。括弧内は 1 日に占める各行動の割合を示す。
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性が 11.4％減少すると予測された（図 2 ，表 B）。

考　察

　本研究は，CoDA を用いて 1 日の身体行動時間
がもつ相互依存性という特性に適切に対処したう
えで，勤労者の身体行動とポジティブ／ネガティ
ブメンタルヘルスの関連性を検討した初めての研
究である。その結果，勤務日の SB や LPA から
睡眠へと時間を置換することが，より良いメンタ
ルヘルスと関連するという新たな知見を得ること
で，勤労者のメンタルヘルスを管理するためには
十分な睡眠が重要であることを強調した。
　本研究では，勤務日の睡眠が多いことは低い心
理的ストレスや高いワーク・エンゲイジメントと
関連する一方で，SB が多いことはこれらの指標
が不良な状態と関連した。本結果は，CoDA を用
いない従来の研究において十分に知られた知見で
ある4,7-9）。また，アメリカの一般成人を対象に

CoDA を用いて検討した最近の研究結果とも一致
している14）。本研究結果は，非勤務日ではなく，
勤務日の睡眠と SB がメンタルヘルスの管理に重
要であることを示唆している。
　デバイスにより測定された LPA と心理的スト
レスとの関連性についてはほとんど知られていな
い。LPA が成人の心理的ストレスの低さと有意
に関連していることを示した研究は 1 件のみであ
り，これは CoDA を用いない横断研究である40）。
他方，CoDA を用いた 2 つの横断研究では，デバ
イスで測定した LPA と総合的なメンタルヘル
ス15）やうつ症状14）の有意な関連性はみられなかっ
たと報告している。これら 3 つの先行研究はいず
れも，先進国の一般成人を代表するサンプルを使
用しており，参加者の特性は同等であると考えら
れる。したがって，先行研究における結果の不一
致は分析手法の違いによるものと推察される。ま
た，本研究は CoDA を用いた先行研究14,15）とは対

表 2 ．24時間の身体行動と心理的ストレスの関連性（n=1095）

モデル 1 a モデル 2 b

オッズ比 d
95% 信頼区間

P 値 e オッズ比 d
95% 信頼区間

P 値 e

下限 - 上限 下限 - 上限

勤務日の身体行動 c

　睡眠 0.17 0.08 - 0.34 < 0.001 0.20 0.10 - 0.44 < 0.001

　SB 2.12 1.22 - 3.70 0.008 2.28 1.23 - 4.28 0.010

　LPA 2.73 1.84 - 4.09 < 0.001 2.45 1.46 - 4.17 < 0.001

　MVPA 1.03 0.70 - 1.52 0.898 0.87 0.56 - 1.35 0.536

　全体 < 0.001 < 0.001

非勤務日の身体行動 c

　睡眠 0.85 0.46 - 1.58 0.605 0.71 0.37 - 1.38 0.311

　SB 1.13 0.72 - 1.77 0.587 1.22 0.75 - 1.97 0.427

　LPA 1.31 0.87 - 1.98 0.205 1.37 0.87 - 2.17 0.181

　MVPA 0.79 0.64 - 0.99 0.044 0.84 0.66 - 1.08 0.170

　全体 0.186 0.334

SB：座位行動，LPA：低強度身体活動，MVPA：中高強度身体活動
太字は統計的有意な関連性を示す（P < 0.05）。
a モデル 1 は 1 日の行動時間のみを投入。
b モデル 2 はモデル 1 に年齢，性，body mass index，教育年数，暮らし向き，配偶者の有無，飲酒・喫煙習慣，職種，雇用
形態，残業時間を追加投入。
c 1 日の身体行動はその他 3 つの行動に対するある行動の相対的な時間を示すように isometric log ratio（ilr）変換した。
d オッズ比は ilr 変換した身体行動 1 単位の増加に相当する。低い心理的ストレスを参照カテゴリとした。
e 各身体行動における P 値は Wald 検定の結果， 1 日の全体的な時間利用における P 値は尤度比検定の結果を示す。
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表 3 ．24時間の身体行動とワーク・エンゲイジメントの関連性（n=1086）

モデル 1 a モデル 2 b

オッズ比 d
95% 信頼区間

P 値 e オッズ比 d
95% 信頼区間

P 値 e

下限 - 上限 下限 - 上限

勤務日の身体行動 c

　睡眠 0.33 0.17 - 0.62 < 0.001 0.41 0.20 - 0.81 0.011

　SB 2.26 1.37 - 3.75 0.001 2.75 1.55 - 4.91 < 0.001

　LPA 1.13 0.80 - 1.60 0.478 0.86 0.54 - 1.37 0.524

　MVPA 1.19 0.84 - 1.69 0.332 1.03 0.70 - 1.53 0.864

　全体 0.002 0.005

非勤務日の身体行動 c

　睡眠 0.87 0.50 - 1.51 0.611 0.68 0.38 - 1.22 0.197

　SB 1.35 0.91 - 2.03 0.142 1.36 0.88 - 2.11 0.165

　LPA 1.05 0.73 - 1.53 0.784 1.31 0.87 - 1.98 0.194

　MVPA 0.81 0.66 - 0.99 0.043 0.82 0.66 - 1.03 0.088

　全体 0.063 0.128

SB：座位行動，LPA：低強度身体活動，MVPA：中高強度身体活動
太字は統計的有意な関連性を示す（P < 0.05）。
a モデル 1  は 1  日の行動時間のみを投入。
b モデル 2  はモデル 1  に年齢，性，body mass index，教育年数，暮らし向き，配偶者の有無，飲酒・喫煙習慣，職種，雇用
形態，残業時間を追加投入。
c 1  日の身体行動はその他 3  つの行動に対するある行動の相対的な時間を示すように isometric log ratio（ilr）変換した。
d オッズ比は ilr 変換した身体行動 1  単位の増加に相当する。高いワーク・エンゲイジメントを参照カテゴリとした。
e 各身体行動における P 値は Wald 検定の結果， 1  日の全体的な時間利用における P 値は尤度比検定の結果を示す。

図 1 ．ある行動時間を別の行動時間に置き換えた際に心理的ストレスが高い状態になる可能性（pre-

dicted probability）の変化
置き換える 2 つの行動以外の行動時間は集団の平均値で固定した。分析はモデル 2 に基づき実施し
た。心理的ストレスとの有意な関連性が確認された行動の結果のみを提示した。
SB：座位行動，LPA：低強度身体活動
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象集団の属性が異なるため，これらの研究と結果
が一致しなかったと考えられる。先行研究の参加
者は複数の地域から抽出され，さまざまな職種や
非勤労者（主婦や退職者など）のデータが含まれて
いた。しかし，本研究は 1 つの企業でおおよそ類
似した仕事に就いている勤労者を対象としている。
本研究において LPA が不良なメンタルヘルスと
関連した要因として，職場での LPA が忙しさを
反映しており，その結果，この種の行動が仕事に
関連した心理的ストレスの増大につながっている
ことが考えられる。
　多くの疫学研究では，運動などの MVPA の実
践がメンタルヘルスに恩恵をもたらすと示唆され
てきたが5,6），CoDA を用いた先行研究では結果が
一貫していない。ある研究14）では，MVPA に費や
す時間が多いほど成人の抑うつ症状が少ないと予
測され，この結果は高齢者でも同様であった15）。
しかし，オーストラリアの成人を対象とした別の
研究では，こうした有意な関連性が認められな
かった13）。特筆すべきは，これらの先行研究の対
象集団は勤労者に限定されたものではなかった点
である。メタアナリシスから，身体活動のうつ病
への効果は臨床集団よりも非臨床集団のほうが小

さい可能性が示唆されている41）。本研究において
不良なメンタルヘルスの基準を満たした勤労者の
割合は，日本人の一般集団31,34）と比較しても同様
であったことから，対象者の心理状態はそれほど
深刻ではなかったと推察される。本研究で MVPA

とメンタルヘルスの間に有意な関連性がみられな
かった一部の要因として，対象集団の特徴や検出
力の低さがあると考えられる。
　予想に反して，非勤務日の身体行動とメンタル
ヘルスの有意な関連性を確認することができな
かった。この結果は，デバイスで測定された非勤
務日の SB とメンタルヘルスの関連性を検討した，
非 CoDA による横断研究の結果と部分的に一致
している42）。つまり本先行研究でもまた，有意な
関連性がみられなかったことを報告している。比
較的安定している勤務日の行動と比べて，非勤務
日の時間利用パターンは勤労者ごと，そして一人
の勤労者のなかでも日によって大きく変動するこ
とが予想される。このような非勤務日の多様な過
ごし方は，対象者の習慣的な身体行動の把握を困
難にし，分析結果にも影響を与える可能性がある。
今後の研究では，人や日によって大きな変動のあ
る余暇活動が身体行動とメンタルヘルスの関連性

図 2 ．ある行動時間を別の行動時間に置き換えた際にワーク・エンゲイジメントが低い状態になる
可能性（predicted probability）の変化

置き換える 2 つの行動以外の行動時間は集団の平均値で固定した。分析はモデル 2 に基づき実施し
た。ワーク・エンゲイジメントとの有意な関連性が確認された行動の結果のみを提示した。
SB：座位行動
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に及ぼす影響を調査することが求められる。
　本研究から，勤労者のメンタルヘルスを管理す
るうえで有効な戦略は，SB や LPA の時間を睡眠
に置き換えることであると示された。これを促進
するために，雇用主は残業時間を減らして，仕事
関連の SB や LPA を減少させることができる。家
庭では，勤労者はテレビ視聴やコンピュータ使用
などの SB を減らして，睡眠のための時間を増や
すことができる。また，本研究の結果は，職域で
のメンタルヘルス管理という点からは十分な睡眠
時間を確保することが MVPA を行うことよりも
優先されるべきであると示唆している。
　この研究にはいくつかの限界点がある。第一に，
CoDA を用いた先行研究14,29）によって確立された
手法に基づき，自己申告による睡眠時間とデバイ
スで実測した日中の身体行動時間を併せて24時間
に標準化していることは，行動データの不正確さ
につながっている可能性がある。更に，腰部装着
型加速度計では座位と立位の姿勢を完全には区別
できないため22），本研究では一部の SB と LPA を
誤分類している可能性がある。第二に，本研究が
横断研究であり身体行動とメンタルヘルスの因果
関係に言及できない点である。本研究で得られた
知見の因果性と妥当性を確認するために，可能で
あれば，今後 CoDA を用いた縦断研究を実施す
べきである。第三に，34％の参加者を分析から除
外したことによるバイアスを含んでいる可能性が
ある点である。今後の研究では，欠測データに対
処するための戦略を検討するとよいだろう。最後
に，本研究では日本の首都圏に住み，定期健康診
断を受けた単一企業の従業員データを使用してい
るため，得られた結果をすべての勤労者集団に一
般化することはできないと考えられる。
　結論として，本研究は勤務日の24時間の身体行
動時間がメンタルヘルスと有意に関連することを
示した。具体的には，睡眠時間は良好なメンタル
ヘルスと関連し，反対に SB や LPA は不良なメ
ンタルヘルスと関連した。本研究結果は，SB や
LPA から睡眠に時間を再配分することが，心理
的ストレスの軽減やワーク・エンゲイジメントの

向上につながることを示唆しており，勤労者のメ
ンタルヘルス管理に効果的な戦略を提供している。
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付録

表 A．ある行動時間を別の行動時間に置き換えた際に心理的ストレスが高い状態になる可能性（predicted probability）の変化

時間の変化
（分／日）

増やす
行動

predicted 

probability

の変化量

95% 信頼区間 増やす
行動

predicted 

probability

の変化量

95% 信頼区間

下限 上限 下限 上限

睡眠を減らす場合
10

SB

0.0090 0.0044 0.0137

LPA

0.0117 0.0063 0.0173
20 0.0184 0.0091 0.0282 0.0228 0.0121 0.0341
30 0.0284 0.0139 0.0437 0.0344 0.0182 0.0517
40 0.0389 0.0188 0.0602 0.0505 0.0265 0.0768
50 0.0499 0.0240 0.0777 0.0633 0.0329 0.0967
60 0.0615 0.0294 0.0963 0.0765 0.0395 0.1177

SB を減らす場合
10

睡眠

-0.0086 -0.0129 -0.0043

LPA

0.0025 -0.0005 0.0056
20 -0.0167 -0.0250 -0.0084 0.0048 -0.0010 0.0108
30 -0.0245 -0.0363 -0.0125 0.0070 -0.0016 0.0159
40 -0.0319 -0.0470 -0.0163 0.0090 -0.0023 0.0209
50 -0.0390 -0.0571 -0.0201 0.0109 -0.0031 0.0257
60 -0.0457 -0.0665 -0.0237 0.0127 -0.0040 0.0305

LPA を減らす場合
10

睡眠

-0.0126 -0.0184 -0.0069

SB

-0.0024 -0.0052 0.0003
20 -0.0223 -0.0323 -0.0123 -0.0051 -0.0107 0.0006
30 -0.0317 -0.0455 -0.0176 -0.0078 -0.0164 0.0007
40 -0.0407 -0.0580 -0.0228 -0.0108 -0.0222 0.0008
50 -0.0522 -0.0736 -0.0296 -0.0139 -0.0282 0.0007
60 -0.0604 -0.0845 -0.0346 -0.0187 -0.0373 0.0004

分析はモデル 2 に基づいて実施した。SB：座位行動，LPA：低強度身体活動

表 B．ある行動時間を別の行動時間に置き換えた際にワーク・エン
ゲイジメントが低い状態になる可能性（predicted probability）の変化

時間の変化
（分／日）

増やす
行動

predicted

probability

の変化量

95% 信頼区間

下限 上限

睡眠を減らす場合
10

SB

0.0086 0.0030 0.0145
20 0.0175 0.0060 0.0295
30 0.0265 0.0091 0.0448
40 0.0357 0.0122 0.0605
50 0.0451 0.0153 0.0766
60 0.0547 0.0185 0.0930

SB を減らす場合
10

睡眠

-0.0085 -0.0142 -0.0030
20 -0.0168 -0.0280 -0.0060
30 -0.0250 -0.0415 -0.0089
40 -0.0330 -0.0546 -0.0118
50 -0.0409 -0.0674 -0.0147
60 -0.0487 -0.0798 -0.0177

分析はモデル 2 に基づいて実施した。SB：座位行動


